
２川監公第１７号 

令和２年１０月９日 

川崎市職員措置請求に係る措置結果通知について（公表） 

 川崎市職員措置請求に係る勧告（令和２年６月１６日付け２川監第１９６号）につ

いて、川崎市長から地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４２条第９項の規定

に基づく措置結果の通知がありましたので、同条同項の規定に基づき公表します。 

川崎市監査委員  寺 岡 章 二     

同        植 村 京 子     

同        嶋 崎 嘉 夫     

同        沼 沢 和 明     



２川総コ第１０８号 

令和２年９月３０日 

川崎市監査委員 寺岡 章二 様 

同       植村 京子 様 

同       嶋崎 嘉夫 様 

同       沼沢 和明 様 

川崎市長 福田 紀彦   

川崎市職員措置請求に係る監査の結果に基づく措置について（通知） 

令和２年６月１６日付け２川監第１９６号で通知のありました勧告について、地方自治

法（昭和２２年法律第６７号）第２４２条第９項の規定により、次のとおり措置を講じまし

たので通知します。 



川崎市職員措置請求に係る監査の結果に対する措置状況 

[勧告の要旨] 

令和元年度（平成３１年度）に軽易工事として実施した「上平間災害倉庫解体撤去工事」

及び「上平間災害倉庫外構撤去工事（以下「外構撤去工事」という。）」について、事実経過

を慎重に調査した上、外構撤去工事の支出に関する損害を明らかにし、さらに、その損害が

運営法人に補填を求めるべきものである場合は運営法人に対して補填を求め、その損害が

市の最終的な負担となり、これに関与したこども未来局子育て推進部保育所整備課の職員

に故意又は重過失が認められる場合は、当該職員に当該損害額についての賠償を命じるな

どの必要な措置を講じられたい。 

[措置内容] 

 上記２件の各工事について、事実経過を調査した結果、その事務執行上、不適切な点（業

務の引継ぎ・進捗管理が不十分、事務執行に係る記録の作成・保管の不備、監査委員への不

正確な陳述等）がありましたが、故意に分割して軽易工事により契約を締結した事実は確認

できませんでした。  

また、市に損害が発生しているとする事実は確認できないことから、運営法人に対して補

填を求める、又は職員に賠償を命じる等の措置を講ずるべき事由はなかったと判断しまし

た。 

 なお、調査結果の詳細は、別紙「上平間災害倉庫外構撤去工事に関する調査報告書」に記

載のとおりです。 



上平間災害倉庫外構撤去工事に関する 

調査報告書 

令和２年９月 

こども未来局
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令和２年４月１７日付けで「川崎市職員措置請求書（上平間倉庫）」の提出があり、こ

れに伴い、令和２年６月１６日付け２川監第１９６号にて川崎市監査委員から川崎市長あ

て「川崎市職員措置請求について（通知）」（以下「監査結果通知」という。）がなされ

た。 

監査結果通知の「第３ 監査の結果 ３ 勧告」において措置すべき事項として、「本

件各工事に係る事実経過を市において慎重に調査し」、「外構撤去工事の支出に関する損害

を明らかにし」、その損害に応じて「運営法人に補填を求める」又は「職員に当該損害額

についての賠償を命じる」などの必要な措置を講じることを勧告されたため、こども未来

局において事実の調査を行い、調査で把握できた事項の報告をするものである。 

１ 本案件の状況・背景 

 (1) にじいろ保育園南平間（旧南平間保育園）について 

   旧南平間保育園については、平成２１年度から指定管理者制度を導入し、Ａ社が施

設の運営を行っていたが、当該指定管理期間の満了に伴い、平成３１年４月から当該

施設を民設民営化することとした。 

平成３１年４月以降の運営法人については、公募及び審査の結果、Ａ社が選定され

ており、同施設の運営を継続的かつ安定的に行うことができる能力を有するものと認

められることから、児童福祉法第５６条の８第２項に規定する協定を締結の上、Ａ社

を公私連携保育法人と指定した。また、民設民営化に伴い、保育園の名称が「にじい

ろ保育園南平間」と変更された。 

   にじいろ保育園南平間は、Ａ社が川崎市の土地・建物の貸し付けを受けて運営が開

始された。建物は、公立保育所として昭和４４年に開設し、築５０年以上が経過して

いるため、施設の老朽化対策として、国の補助事業を活用し、建替えによる新園舎の

整備を進めることとし、令和３年度から新園舎での運用を目指している。 

   民設民営化の公募に際しては、園舎の老朽化対策への考え方を求めており、Ａ社は

園舎を建替える意思を示していた。今回の建替えは、国の補助事業である子育て安心

プランに基づいて実施し、補助金の期間が平成３２年度（令和２年度）までとなって

いるため、限られた期間の中での建替事業となっている。 

(2) 仮設園舎建設地の決定 

   にじいろ保育園南平間は、新園舎の整備期間中はＡ社が建設する仮設園舎で保育を

継続しなければならず、当初の仮設園舎建設予定地は、都市計画道路用地として取得

していた鹿島田駅前の土地が候補に挙がっていた。 

しかし、鹿島田駅前の土地は平成３２年度（令和２年度）の途中で返還する必要が

あり、新園舎整備は平成３２年度末までの工期を予定していたため断念した。 

   再び別の土地を探す過程で、交通局上平間営業所や上下水道局、平間小学校などの
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公共用地の活用について庁内関係局等に相談をしたが、仮設園舎を建設できる公有地

はなく、現在の保育園に隣接する市有地についても、敷地面積的に足りないという認

識であったが、同敷地内において健康福祉局が保有する上平間災害倉庫（以下「災害

倉庫」という。）を撤去すれば仮設園舎の建設に必要な面積を確保可能であることが

確認できたため、健康福祉局と協議・調整のうえ災害倉庫を解体することとし、本土

地を仮設園舎建設地として選定した。 

  ※新園舎整備スケジュール 

令和元年６月１日   仮設園舎建設工事開始 

令和元年１０月１０日 仮設園舎竣工 

令和元年１０月２９日 旧園舎解体工事開始 

令和元年１１月５日  仮設園舎運営開始 

令和２年５月２５日  旧園舎解体工事完了 

   令和２年６月１５日～１２月３１日 新園舎建設工事 

   令和３年２月 新園舎での運営開始（当初予定） 

 (3) 川崎市民間保育所施設整備費等補助金 

   川崎市民間保育所施設整備費等補助金は、本市の計画に基づき保育所の新設や増改

築等を行う際に適用される、仮設園舎の整備から新園舎整備・仮設園舎解体までの一

連の事業費を対象とした補助金である。 

   本件増改築事業についても本補助金が適用されており、保育園の建て替えに当た

り、Ａ社からの補助金（仮設施設整備工事費補助）申請を、補助金交付要綱（別紙資

料１のとおり）を所管するこども未来局子育て推進部保育所整備課（以下「保育所整

備課」という。）が受理し、市として令和元年度分となる「１７，６５８，２１４

円」を交付した。 

 (4) 市が行った軽易工事 

  ア 上平間災害倉庫解体撤去工事 

    災害倉庫を撤去するため保育所整備課が執行。Ｂ社及び他二社の三社による見積

合わせにより、Ｂ社と「２，４３０，０００円」にて工事を行った。 

  イ 上平間災害倉庫外構撤去工事 

    災害倉庫の外構を撤去するため保育所整備課において執行。上記アと同じ三社に

よる見積合わせにより、Ｂ社が「８４２，４００円」にて工事を行った。 
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２ 職員措置請求について 

    監査結果通知（別紙資料２のとおり） 

３ 調査について 

 （1） こども未来局上平間災害倉庫外構撤去工事調査委員会の設置 

    監査結果通知を受けて、上平間災害倉庫外構撤去工事に関する措置すべき事項に

ついて事実関係を調査するため、令和２年６月１７日にこども未来局上平間災害倉

庫外構撤去工事調査委員会（以下「調査委員会」という。）を設置した。 

 （2） 調査委員会の組織構成、所掌事務 

    調査委員会は、こども未来局長、総務部長、総務部庶務課長、子育て推進部保育

対策課長、保育事業部保育第１課長及び青少年支援室担当課長で構成し、次に掲げ

る事項について調査を行うこととした。 

   ア 撤去工事に関する事務執行等に関すること。 

   イ 撤去工事に係る支出によって本市が被った損害に関すること。 

   ウ その他必要な事項に関すること。 

 （3） 調査事項 

監査委員から外構撤去工事に関し、妥当性・正当性が示されていないなどと述べ

られた以下の事項を主として調査をした（監査結果通知の記載順）。 

   ア 外構は撤去しないことを運営法人と合意していたとしているが、合意に係る書

面等は残されておらず、その時期も不明であることについて 

   イ 市が外構撤去工事を実施することで合意したとしているが、合意に係る書面等

は残されておらず、その時期も不明であることについて 

   ウ 外構撤去工事の対象が再度訂正されたことについて 

   エ 外構撤去工事の見積書中の項目・数量と実際の撤去箇所との整合が取れていな

いことについて 

   オ 現場事務所の設置に際し、南側の外構が支障となりえた事実は確認できないこ

とについて 

   カ 倉庫撤去工事・外構撤去工事において、別々の重機を使用していたとしている

が工程表や作業日誌を作成していないことについて 

   キ 仮設園舎建設工事の見積書に、既存フェンスの撤去、ブロック３段＋フェンス

の撤去処分も含まれる旨の記載があることについて 

   ク 見積書等の日付について 

   ケ 市が倉庫撤去工事に着手したとたんに運営法人から申し出があったなどきわめ
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て不自然な態様であるといわざるを得ないことについて 

   コ 外構は撤去しない予定であった旨を運営法人からどのような説明を受けていた

か。外構残地の合意を図面に外構が残っていることをもって認めることは困難で

あることについて 

   サ 仮設園舎は、東側外構にきわめて近接して建設される予定であり、現場事務所

の設置の有無にかかわらず、建設工事自体に影響を与えることは容易に推認され

ることについて 

   シ 仮設園舎建設工事の見積書における「既存フェンスの撤去、新設」の記載は、

倉庫東側又は南側あるいはその両方を指していることが伺えることについて 

   ス 倉庫東側又は南側の外構撤去は、運営法人側の仮設園舎建設工事に含まれてい

たことが強く推認されることについて 

   セ 南側外構の位置関係、現場事務所建設に支障があったとは到底認められないこ

とについて 

   ソ 現場事務所という基本的な事項すら未確定な状態で運営法人側の仮設園舎工事

契約が締結されたとは考えがたいことについて 

   タ 各工事の工期が重複する中、異なる重機をそれぞれ使用し、さらにＡ社が作業

日誌すら作成していないことについて 

   チ 所有者が撤去するという考え方で合意したにもかかわらず、倉庫西側の外構は

運営法人が撤去していることを鑑みれば、市の主張に何ら裏付けがないことに加

え、本件各証拠との矛盾も散見されるなど、著しく信憑性を欠くものであり、採

用できるものではないことについて 

   ツ 外構撤去工事の執行方法および係る支出の正当性を説明すべき責任があるにも

かかわらず何ら根拠ある説明をしておらず、その支出の妥当性・正当性を示す証

拠も提出していないから係る経費の支出は違法・不当なものと推認せざるを得な

いことについて 

   テ 外構撤去工事は合意を覆した運営法人において実施又は費用を負担してしかる

べきであり、市が当該工事に係る費用を負担する理由とはなり得ないことについ

て 

   ト 外構撤去は運営法人側の仮設園舎建設工事に含まれていた可能性もあることに

ついて 

   ナ 差額分を外構撤去工事として付け替えた疑いすらあることについて 

   ニ 市の損害は外構撤去工事により支出した費用全額であると推認されることにつ

いて 
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 （4） ヒアリング調査 

    監査結果通知では、本件各工事に関する事実経過を市において慎重に調査した上

で、外構撤去工事の支出に関する損害を明らかにしていくことが求められており、

事実経過を確認するため、次のとおり関係者及び関係事業者にヒアリングを行っ

た。 

    ア 関係職員（括弧内は在課期間）  

     ａ 保育所整備課長（平成３１年４月～令和２年３月） 

     ｂ 保育所整備課長（令和２年４月～現在）  

     ｃ 保育所整備課担当課長（平成２９年４月～平成３０年８月）   

     ｄ 保育所整備課担当課長（平成３０年１０月～現在）   

     ｅ 保育所整備課課長補佐（平成２９年４月～現在） 

     ｆ 保育所整備課担当係長（平成３０年４月～現在）  

     ｇ 保育所整備課担当係長（平成３１年４月～現在） 

     ｈ 保育所整備課主任（平成３１年４月～令和２年３月）  

     ｉ 保育所整備課職員（平成３０年４月～現在）  

    イ 関係事業者 

     ａ Ａ社（保育園運営法人） 

     ｂ Ｂ社（軽易工事施工業者） 

     ｃ Ｃ社（仮設園舎建設工事施工業者） 

４ 事実関係の確認 

 関係職員及び関係事業者へのヒアリング、関係書類の調査を行った結果、次のとおり事

実関係を確認した。 

(1)  災害倉庫解体撤去工事 

   災害倉庫の解体撤去については、平成３１年度から軽易工事制度の改正に伴い、解体

撤去工事についても軽易工事の対象となることを財政局契約課に確認し、工事費用算

定に当たって業者に下見積り依頼をした結果、２５０万円以下での執行が可能である

ことが判明したため、軽易工事により災害倉庫を解体撤去することとし、平成３１年度

予算要求において軽易工事に係る予算を要求した（別紙資料３のとおり）。 

なお、平成３０年度の担当職員は、平成３１年３月の時点で災害倉庫南側の土間コ

ンクリート部分については撤去の必要性に気付いたが、人事異動による課内での配置

替えの際に新担当者への引き継ぎが行われていなかった。また、平成３１年度当初予

算においては、当該土間コンクリート部分の費用は計上されていなかった。 
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 平成３１年度に入り、新たな担当職員が平成３１年４月２日付けで三社に対して見

積書の提出依頼を行っており、三社から４月１１日付けで見積書の提出を受け、翌１

２日に予算執行伺を起票した。 

見積合わせの結果、４月１８日付けでＢ社と履行期限を５月３１日までとする災害

倉庫解体撤去の契約を２４３万円（消費税及び地方消費税を含む）で締結した。 

  Ｂ社の証言によれば、災害倉庫解体撤去工事の仕様は、市から提供された図面及び

現地調査にて算出したものであり、本契約により、災害倉庫本体とこれに直接付随す

る土間コンクリート及び基礎コンクリートを撤去している。災害倉庫解体工事に使用

した重機は、バックホウ２台、油圧ブレーカー１台、ランマー、プレート、４ｔユニ

ック車及びロードカッターであるが、詳細な使用期間は、作業日誌や重機の使用簿等

の記録がないため確認できなかった。 

（2）外構撤去工事 

ア 経過 

外構撤去工事において、撤去範囲のやりとりの開始時期は確認できないが、５月

１４日付けで市担当者から市で外構を撤去する旨の連絡（メール）をＡ社へ行って

いる（別紙資料４のとおり）。メール文中に「先日の打ち合わせで話のあった、倉

庫手前のコンクリートの部分は撤去し更地にします。また、フェンスや門について

もご指定通りに撤去できます」とあることから、話し合いが行われている事実はあ

ったが、具体的な経緯については市職員とＡ社で発言内容が異なっている。 

また、市の担当者が工事の必要性を認識した後、Ａ社で対応できないか確認した

ところ、仮設園舎建設の仕様が固まっている状況のため変更は難しい旨の回答があ

った。その後、課内で工期スケジュールの問題を踏まえて検討し、市で外構撤去工

事を行うこととしたが、工事の発注には三社以上による見積りが必要と判断し、災

害倉庫撤去工事の見積りを依頼した業者と同じ業者三社に見積依頼をした。なお、

予算については当初予算において確保されていなかったため、関係部署と調整を行

い、既存園舎の解体撤去工事費（別紙資料５のとおり）の不用見込額を使用するこ

ととした。４月２３日に業者への見積もり依頼を行い、見積合わせの結果、令和元

年５月１０日に、Ｂ社と８４万２，４００円（消費税及び地方消費税を含む）で外

構撤去工事の契約を締結している（履行期限令和元年５月３１日）。 

【市職員の発言内容】 

上平間災害倉庫の解体に着工したことを受け、仮設園舎の建築に関しての打ち合

わせを行う中で、災害倉庫外構の解体が必要であると、Ａ社から申し出があった。

職員数名の証言によると、外構に関してはそれまでの打合せで全く触れられておら

ず、市として撤去が必要という認識がなかったということであり、このとき初めて

認識したものである。 
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  市が災害倉庫を撤去して更地にすると口頭で言ったとＡ社側が証言していること

については、覚えていないとしている。 

【Ａ社の発言内容】 

    災害倉庫外構について、市からは災害倉庫を撤去して更地にすると口頭で説明が

あったが、平成３０年１１月２１日と１２月１８日の打合せにおいて、撤去範囲の確

認を市に求めていたものの、平成３１年１月１５日の仮設園舎建設工事発注に伴う

現場説明時までに具体的な回答がなかったため、想定で撤去する範囲を設定した。 

    災害倉庫の解体に着工した際に災害倉庫外構の解体が必要であるとの申し出を行

ったかについては、当時の担当者から確認できなかった。 

   イ 外構撤去工事の対象 

    災害倉庫の周囲はメッシュフェンス等の外構に囲われており、今回の仮設園舎建

設の過程で空き地に面する西側、道路に面する南側、解体を予定している既存園に

面する東側の３か所の外構が撤去され、仮設園舎建設後、南側は空き地のあった部

分も含めて高さ１５０センチのメッシュフェンスと門扉２つ、東側は、北側外構の

接点まで高さ１５０センチのメッシュフェンス及びじゃばら門が新設されている。 

    外構撤去工事契約については、仕様書に添付されている図面のとおり、倉庫西側

のフェンス及び南側のフェンスと土間コンクリート部分の外構を撤去したことが確

認できた。 

    市職員の監査委員への陳述（以下「陳述」という。）後の照会・回答において、

倉庫西側の外構はＡ社が仮設園舎建設工事の事前調査のため撤去したと回答してい

るが、Ａ社及びＣ社の証言によると平成３１年２月２０日から２２日において、Ａ

社で空き地の地盤調査を実施しており、その際に災害倉庫南側のじゃばら門から入

り、南側外構との接点から４メートル分の西側フェンスを撤去することで、重機の

導線を確保している（別紙写真１のとおり）。調査完了後は撤去した西側フェンス

部分に仮囲いを設置しており、Ａ社の地盤調査の時点では西側の外構は完全には撤

去されていない。 

    また、倉庫東側の外構については、仮設園舎建設の進捗に合わせてＡ社が一時撤

去し、仮設園舎建設後に復旧した（東側のメッシュフェンスは令和元年６月４日付

けで撤去作業を確認できる（別紙写真２のとおり））。 

    したがって、災害倉庫の３か所あった外構のうち、西側と南側については、市と

Ｂ社間の外構撤去工事契約に基づいて撤去され、東側については、Ａ社が仮設園舎

建設工事の中で撤去していることを確認した。 

    災害倉庫解体撤去で使用された重機のうち４ｔユニック車を除いた重機を使用し

たが、詳細な使用期間については災害倉庫撤去工事と同様、確認できなかった。 
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(3) 仮設園舎建設工事 

Ａ社は、川崎市民間保育所施設整備費等補助金を活用し、保育所を整備するにあた

って、平成３１年１月１５日に現地にて６社が参加した仮設園舎現地説明会を開催

し、設計及び工事の範囲、予定工期などの説明を行った。施工業者を決定するため１

月末日までに見積もり及び施工ヒアリングを行った結果、Ｃ社を選定した。Ｃ社は、

２月上旬に仮設園舎実施設計に着手した。補助金申請書は、５月９日付け提出、同日

付けでの決定により６月１日に工事に着工し、１０月１０日に竣工した。 

５ 調査事項に対する調査結果 

（ア）外構は撤去しないことをＡ社と合意していたとしているが、合意に係る書面等は残

されておらず、その時期も不明であることについて 

（イ）市が外構撤去工事を実施することで合意したとしているが、合意に係る書面等は残

されておらず、その時期も不明であることについて 

（ウ）外構撤去工事の対象が再度訂正されたことについて 

（ケ）市が倉庫撤去工事に着手したとたんに運営法人から申し出があったなどきわめて不

自然な態様であるといわざるを得ないことについて 

（コ）外構は撤去しない予定であった旨を運営法人からどのような説明を受けていたか。

外構残置の合意を図面に外構が残っていることをもって認めることは困難であること

について 

（サ）仮設園舎は、東側外構にきわめて近接して建設される予定であり、現場事務所の設

置の有無にかかわらず、建設工事自体に影響を与えることは容易に推認されることに

ついて 

災害倉庫撤去工事において、市とＡ社の間で災害倉庫周囲の外構をどう扱うかにつ

いては協議・調整が不十分な状態であった。市の担当者は、市としては災害倉庫のみ

撤去すれば事足りるものと認識していたと証言しており、一方、Ａ社は市から災害倉

庫は更地にする旨の連絡を口頭で受け、市が撤去する箇所に当然西側及び南側の外構

も含まれるものと認識していたと証言していることから、外構を撤去しないこととす

る合意がなされていたという事実はなかった。 

外構撤去工事において、前述のとおり５月１４日付けで市担当者からＡ社へ市で外

構を撤去する旨の連絡（メール）を行っている。メールの内容、Ａ社の発言内容から

平成３１年度の予算要求時点よりは遅い時期には打ち合わせが行われていたものと推

認される。 

外構撤去工事の仕様書に添付された図面上は、西側及び南側が該当箇所とされてい
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るが、陳述では西側、南側及び東側とし、陳述後の照会では南側及び東側と回答をし

ていたが、実際の外構撤去工事の対象は、Ａ社とＢ社及びＣ社の回答から、外構撤去

工事の仕様書に添付されている図面のとおり、倉庫西側及び南側の外構を撤去し、東

側はＡ社が撤去したものと確認された。 

また、実務を担当していた職員がなぜ東側を撤去したとの認識を持ったかについて

は、担当者の記憶が不明瞭であることから不明である。 

なお、東側外構については、工事期間に旧園舎で保育が実施されていることから、

災害倉庫とともに撤去することは園児らが工事現場へ容易に立ち入ることとなり、撤

去とともに代替措置が講ぜられるＡ社による仮設園舎建設工事とともに実施すべきも

のと考える。 

（エ）外構撤去工事の見積書中の項目・数量と実際の撤去箇所との整合が取れていないこ

とについて 

撤去対象の西側フェンスに係る項目が記載されていないように思われるため、仕様

の内容についてＢ社に確認したところ、市から提供された図面及び現地調査を基に見

積書を作成しているが、西側の外構については見積りの計上に漏れがあった旨の回答

であった。外構撤去工事の応札業者である他二社は、市から提示された項目・数量等

の仕様に基づいて見積書を作成しており、現地確認はしていないと回答している。 

（オ）現場事務所の設置に際し、南側の外構が支障となりえた事実は確認できないことに

ついて 

（セ）南側外構の位置関係、現場事務所建設に支障があったとは到底認められないことに

ついて 

南側フェンスの撤去は現場事務所の設置に関する問題ではなく、災害倉庫解体撤去

工事の仕様では、西側のフェンス、南側はフェンスの他に倉庫前面の土間コンクリー

ト部分が含まれておらず、この部分が残存すると仮設園舎建設に支障をきたすことか

ら解体する必要性があるため市が外構撤去工事により撤去したものである。 
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（カ）倉庫撤去工事・外構撤去工事において、別々の重機を使用していたとしているが工

程表や作業日誌を作成していないことについて 

（タ）各工事の工期が重複する中、異なる重機をそれぞれ使用し、さらにＡ社が作業日誌

すら作成していないことについて 

工程表及び作業日誌の作成については、軽易工事の規定上、これらの作成を求めて

いないが、本工事においてこれらを作成していないことについてＢ社に確認したとこ

ろ、工事の内容により作成する場合としない場合があるとのことであった。具体的な

社内基準が存在するわけではないが、複数の業者が工事に関係する場合や業者間の工

程が複雑に絡み合う場合は作成しており、今回の２件の工事については、他業者との

調整等が無かったため、作成の必要がないと判断したとのことである。 

また、重機の使用日については詳細な記録がないため不明であるが、各工事でそれ

ぞれ重機を使用、回送したため、計２回必要であったとのことである。 

   なお、Ｂ社の回答による使用した重機回送の内訳は、次のとおりである。 

    ・バックホウ使用料２台分 

    ・バックホウ運搬料２台分（往復） 

    ・バックホウ運搬車両使用料２台分（往復） 

    ・油圧ブレーカー使用料 

    ・油圧ブレーカー運搬料（往復） 

    ・油圧ブレーカー運搬車両使用料（往復） 

    ・４ｔユニック車使用料【災害倉庫撤去時のみ】 

    ・４ｔユニック車運搬料（往復）【災害倉庫撤去時のみ】 

    ・燃料費 

    ・ロードカッター使用料 

（キ）仮設園舎建設工事の見積書に、既存フェンスの撤去、ブロック３段＋フェンスの撤

去処分も含まれる旨の記載があることについて 

（シ）仮設園舎建設工事の見積書における「既存フェンスの撤去、新設」の記載は、倉庫

東側又は南側あるいはその両方を指していることが伺えることについて 

（ス）倉庫東側又は南側の外構撤去は、運営法人側の仮設園舎建設工事に含まれていたこ

とが強く推認されることについて 

Ａ社によると、仮設園舎建設に伴う外構撤去に関し、その撤去範囲を市へ確認してい

たが、市から明確な回答がなかったことから、Ａ社は仮設園舎建設に際して少なくても

必要と思われる東側と南側の外構を撤去する見積書を作成したため、市が外構撤去工事
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で撤去した南側のフェンスが含まれたものとなっている。 

なお、実際の仮設園舎建設工事においては、補助金申請時の見積書に計上していない倉

庫西側のフェンス２スパン分（約４メートル）及び北側防球ネット（災害倉庫敷地内の約

８～９メートル）についても撤去している。 

（ク）見積書等の日付について 

見積書及び軽易工事完成届の日付は、いずれも手書きで記入されている。職員及び

Ｂ社に確認したところ、軽易工事完成届の日付については、受領時に日付が空欄であ

ったため、Ｂ社に確認のうえ、担当職員が記載したと証言している。しかし、見積書

の日付については、見積書作成業者も含め、誰が記載したものであるかについては正

確に記憶している者がいないため確認できなかった。 

（ソ）現場事務所という基本的な事項すら未確定な状態で運営法人側の仮設園舎工事契約

が締結されたとは考えがたいことについて 

 Ａ社及びＣ社に確認したところ、工事をするためには当然現場事務所が必要だった

ため、平成３１年１月下旬にＡ社あてにＣ社が見積書を提出した時点で現場事務所の

設置は決まっており、設置するまでに場所の変更はなかったと述べている。 
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（チ）所有者が撤去するという考え方で合意したにもかかわらず、倉庫西側の外構は運営

法人が撤去していることを鑑みれば、市の主張に何ら裏付けがないことに加え、本件

各証拠との矛盾も散見されるなど、著しく信憑性を欠くものであり、採用できるもの

ではないことについて 

（ツ）外構撤去工事の執行方法および係る支出の正当性を説明すべき責任があるにもかか

わらず何ら根拠ある説明をしておらず、その支出の妥当性・正当性を示す証拠も提出

していないから係る経費の支出は違法・不当なものと推認せざるを得ないことについ

て 

（テ）外構撤去工事は合意を覆した運営法人において実施又は費用を負担してしかるべき

であり、市が当該工事に係る費用を負担する理由とはなり得ないことについて 

（ト）外構撤去は運営法人側の仮設園舎建設工事に含まれていた可能性もあることについ

て 

（ナ）差額分を外構撤去工事として付け替えた疑いすらあることについて 

（二）市の損害は外構撤去工事により支出した費用全額であると推認されることについて 

 後述「６ まとめ」へ記載 

６ まとめ 

  監査結果通知では、市の主張に何ら裏付けがないこと、支出の妥当性・正当性を示す

証拠も提出していないこと等から外構撤去工事に係る費用の支出は、違法・不当であっ

たと推認され、その損害は外構撤去工事により支出した費用全額の８４万２，４００円

であると推認している。 

しかし、市及びＡ社の証言から、外構の扱いについては、「所有者が撤去するという考

え方で合意した」という事実はなく、倉庫西側（一部は地盤調査のためＡ社が撤去）及び

南側の外構を市が撤去し、東側については、Ａ社が撤去したことが明らかとなった。外構

撤去工事は、仮設園舎建設用地を確保するために必要な工事であり、西側、南側外構の撤

去に関し、市とＡ社との間で打合せが行われており、市においては当初予算で見込んでい

なかった工事費の確保ができた後、前述したＡ社あてのメールで明らかなとおり、市が撤

去するに至ったものである。また平成３０年７月２０日締結の川崎市南平間保育園の民



- 13 - 

間移管に係る保育所運営に関する覚書（別紙資料６のとおり）第７条第２項においても、

「仮設園舎用地の確保等については、甲は乙と協調しながら誠意をもって取り組むこと

とし、特に公有地の調整については、主体となって調整に努めるものとする。」とされて

いることから、市が支払うことについて違法又は不当との判断はできない。 

南側ブロック３段＋フェンスがＡ社の補助金申請時に提出された見積書の項目に含ま

れていることについて、時系列的には市の外構撤去工事の事務手続き開始が仮設園舎建

設工事の補助金申請より先行していることから、市はＡ社からの補助金申請書受理時に

書類を精査し、市が実施する工事と補助対象経費に含まれる工事に重複箇所がないよう

確認するべきであった。ただし、本来の正しい内容に見積書を修正、又は補助対象経費

を減算したとしても補助金額の算定は補助単価（１０万円/㎡）に実行面積（659.24

㎡）を乗じた額が上限となり、工事費が上限額を上回るため、補助額に変更がないこと

から、Ａ社に補填を求めるべき市の損害はないものと考える。 

事務執行に関して、災害倉庫解体工事発注の時点で周囲の外構の取り扱いについて協

議・調整が不十分な状態であったこと、特に西側フェンスについては、仮設園舎設置に

支障を及ぼすことは明らかであったが工事内容に含まれていなかったこと、平成３１年

３月の時点で倉庫南側の土間コンクリート部分については撤去の必要性を前担当職員は

認識していたが、人事異動の際に新担当者へ引き継がれていなかったことは事務執行

上、不適切であった。円滑な仮設園舎建設のためには、災害倉庫解体撤去工事におい

て、結果的に災害倉庫だけでなく西側のフェンス及び南側の土間コンクリート部分を撤

去する必要があったが、前担当職員は、災害倉庫のみ撤去すれば仮設園舎を建設できる

との認識の下で、平成３１年度予算の要求を行い、これに基づいて後任は工事を発注し

ており、災害倉庫解体撤去工事契約締結後にＡ社とのやり取りを経て、市として外構撤

去の必要性を認識し、急遽、災害倉庫解体撤去工事とは別に予算を確保し、追加で周囲

外構の撤去工事を行ったものであった。 

これらを踏まえ、本件各工事に関する事実経過を調査した結果、今回の２件の工事に

ついては、その事務執行上、不適切な点（業務の引継ぎ・進捗管理が不十分、事務執行

に係る記録の作成・保管の不備、監査委員への不正確な陳述等）があったものの、故意

に分割して軽易工事により契約を締結した事実は確認できなかった。また、市に損害が

発生しているとする事実は確認できないことから、運営法人に対して補填を求める、又

は職員に賠償を命じる等の措置を講ずるべき事由はなかったと判断する。 
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７ 再発の防止に向けて 

  調査委員会では、本件各工事の実施にかかる事実を明らかにするため、調査を進めた

が、工事に関するやり取り、確認事項に関する市の記録が少なく、関係者の記憶を頼り

に判断せざるを得ない状況にあった。このため、監査委員への陳述の際も、外構の撤去

箇所を誤って回答しており、担当部署は説明責任を十分果たせていなかった。 

市民の税金等をもって公務に従事する者は、職務遂行上の説明責任を果たせるよう、

軽易工事であっても、経過や協議、確認事項など記録や写真等を適宜残しておくことが

必要である。 

 (1) 適切な記録等の作成等 

   意思決定を要する公文書の作成などはもとより、それに至るまでの所管課内での打

ち合わせ、業者との打ち合わせや確認事項、現場の写真など事業の執行に関し、その

経過を明らかにすることができるよう適切な記録等の作成・保管を行う。 

 (2) 職員間の情報共有 

   本件各工事を実施する過程では広範な事項に関し、調整・判断・決定をする必要が

あったが、これらの過程において職員が単独で行っていることも見受けられた。重要

な意思決定はもとより、現場確認や業者との調整も複数職員で行うことが望ましく、

それが困難であるときはその内容・情報を共有することで、組織としてより適切な判

断、決定、記録などを行う。 

 (3) 管理職等によるマネジメント 

   今回の業務執行に当たっては、前述（２）にあるとおり、様々な過程において職員

が単独で行っていることや人事異動に伴う引継ぎ不足などが見受けられた。また今回

の案件を担当した職員は異動１年目であり、工事等に関する必要な知識や経験が不足

していることを鑑みて、係長のより綿密な助言、指導、課長による適切なマネジメン

ト、フォローなどが必要であった。 

   職員の管理・監督をする立場にある職員がその業務の進捗を定期的に把握し、適切

な判断・指示、意思決定を行うことを徹底する。 



川崎市民間保育所施設整備費等補助金交付要綱（抜粋）

平成２０年８月１日

２０川市こ福第５３５号市長決裁

（目的）

第１条 この要綱は、本市が計画し、民間法人等が整備する児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第

３５条第４項に規定する保育所及び第３４条の１５第２項に規定する家庭的保育事業等のうち小規模

保育事業を行う事業所（以下「施設」という。）の整備に要する費用に対し、予算の範囲内において補

助金を交付することにより、保育所整備を促進し、もって児童福祉の向上を図ることを目的とする。

（補助金額の算定）

第６条 補助金の額は、次の各号に掲げる整備の区分に応じ、当該各号に定める額とする。

（１）一般整備及び防犯対策強化整備（小規模保育事業を除く。）別表第２に掲げる補助基準額に補助率

を乗じて得た額。ただし、別表第１に掲げる対象経費区分のうち「その他」及び別表第２に掲げる１

（５）「仮設施設整備工事に伴う土地の賃借料」に該当するものについては、市長が必要と認める額

とすることができる。

（補助の申請）

第８条 補助金の交付を受けようとする者は、次の各号のいずれかにより、市長あて申請するものとする。

（１）一般整備の場合で設計費の補助申請は、民間保育所施設整備費等補助金交付申請書（設計費補助

用）（第１号様式－１）とともに次に掲げる書類により申請すること。

ア 事業計画書

イ 設計に係る収支予算書

ウ 設計に係る見積書の写し

エ その他市長が必要と認める書類

（２）一般整備及び防犯対策強化整備の場合で設計費以外の補助申請は、民間保育所施設整備費等

補助金交付申請書（工事費等補助用）（第１号様式－２）とともに次に掲げる書類により申請

すること。

ア 事業計画書

イ 工事等に係る収支予算書

ウ 設計及び工事等に係る見積書の写し

エ その他市長が必要と認める書類

（交付の決定及び通知）

第９条 市長は、前条に規定する補助の申請があったときは、補助申請について内容審査の上、補

助の適否及び補助金額を決定し、申請者に補助金交付指令書（第２号様式）により通知するもの

とする。

（補助金の交付等）

第１０条 市長は、設計及び工事の進捗状況に応じ、実地検査の上、適当と認めた場合に補助金を

交付するものとする。また、市長が必要と認めたときは、補助金の一部を前払にて支払うことが

できる。

２ 補助金の額は、前条に定める指令書により別途明示するものとする。
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３ 補助金の請求は、交付時期に合わせて行うものとする。

（届出等）

第１１条 補助の決定を受けた者は、次の各号のいずれかに該当する場合には、遅滞なくその旨を

市長に届け出なければならない。この場合において、第３号及び第４号に該当する場合は、その

理由を付して市長の承認を得なければならない。

（１）工事に着手したとき。

（２）工事を完了したとき。

（３）事業計画等申請内容に変更が生じたとき。

（４）事業を中止し、又は廃止する場合。

（補助金の変更交付）

第１２条 補助の決定を受けた者は、補助金額に変更が生じる場合、民間保育所施設整備費等補助

金変更交付申請書（第３号様式）に関係書類を添えて、速やかに市長に提出しなければならない。

16



２ 補助率

補助基準額の３／４
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